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●事業の概況
株式会社　長野協同サービス

100

22
ATM

2.8
8.3

3.5 1 4,409 620 327

株式会社　長野県農協ビル

22 10

34.1 7,336
6,878 4,402

株式会社　長野県協同電算

●子会社等の状況

19.98％29.60％100.00％当 会 及 び 他 の
子会社等の議決権比率

19.98％29.60％100.00％当 会 の 議 決 権 比 率

2,332百万円100百万円30百万円資 本 金 又 は 出 資 金
昭和４９年１０月１日昭和５９年１０月３１日平成３年７月１日設 立 年 月 日

電子計算機等による計算受
託業務他

JAビルにかかる不動産の
所有、管理、賃貸業務他

労働者派遣業務、業務代行
業務他事 業 の 内 容

長野市中御所
１－２５－１

長野市大字南長野
北石堂町１１７７―３

長野市大字南長野
北石堂町１１９８―１５

主 た る 営 業 所 又 は
事 業 所 の 所 在 地

㈱長野県協同電算㈱長野県農協ビル㈱長野協同サービス会 社 名

長野県信連 労働者派遣業務等  

計算業務・電算処理業務 

ビ ル 管 理 業 務 

㈱長野協同サービス 

㈱長野県協同電算  

㈱長野県農協ビル  
（関連法人等） 

（関連法人等） 

（子会社） 

●グループの概況

連結情報
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●連結貸借対照表
科　　目

■資産の部
現 金
預 け 金
買 入 金 銭 債 権
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

外 部 出 資
繰 延 税 金 資 産
債 務 保 証 見 返
貸 倒 引 当 金
外部出資等損失引当金
資 産 の 部 　 合 計

平成２1年度
（平成２２年３月３１日現在）

1,130
1,044,542

3,120
27,820
829,637
364,451
6,051
2,139

792
1,162

184
199
190

9
118,202

―
5,345
△8,497
△961

2,393,182

平成２２年度
（平成２３年３月３１日現在）

1,037
1,067,759

963
26,733
857,407
358,699
3,292
1,941

713
1,068

159
201
192

9
118,244

―
4,738
△8,519
△961

2,431,540

科　　目

■負債の部
貯 金
譲 渡 性 貯 金
借 用 金
代 理 業 務 勘 定
そ の 他 負 債
諸 引 当 金
繰 延 税 金 負 債
債 務 保 証
負 債 の 部 合 計
■純資産の部
出 資 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
会 員 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部　合計

負債及び純資産の部 合計

平成２１年度
（平成２２年３月３１日現在）

2,190,471
600

55,000
29

5,152
6,734
1,750
5,345

2,265,083

48,769
31

70,829
119,630
8,468
8,468

128,099

2,393,182

平成２２年度
（平成２３年３月３１日現在）

2,224,378
200

55,000
35

4,107
6,713
2,459
4,738

2,297,632

51,457
31

72,960
124,449
9,458
9,458

133,907

2,431,540

●最近の５事業年度の連結ベースの主要な経営指標
項　　　目

連 結 経 常 収 益
連結経常利益（△は連結経常損失）
連結当期剰余金（△は連結当期損失金）
連 結 純 資 産 額
連 結 総 資 産 額
連結自己資本比率

平成１８年度
40,737
6,712
6,147

149,330
2,281,263

19.34

平成１９年度
44,405

6,152
6,859

130,418
2,325,310

20.36

平成２０年度
39,542

△17,757
△18,353

93,454
2,324,901

22.82

平成２１年度
43,102
2,521
5,095

128,099
2,393,182

24.77

平成２２年度
35,420
5,196
4,989

133,907
2,431,540

26.61

22 7
JASTEM

ISP

27.0 2 1,985
2 9,920 1 4,837
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科　　　　　　　目

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
（ う 　 ち 　 貸 　 出 　 金 　 利 　 息 ）
（ う 　 ち 　 預 　 け 　 金 　 利 　 息 ）
（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）
役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 事 業 収 益
そ の 他 経 常 収 益
（ う ち そ の 他 の 経 常 収 益 ）

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
（う 　 ち 　 貯 　 金 　 利 　 息）
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 事 業 費 用
経 費
そ の 他 経 常 費 用
（ う ち 貸 出 金 償 却 ）
（ う ち そ の 他 の 経 常 費 用 ）

経 　 常 　 利 　 益
特 　 　 別 　 　 利 　 　 益
特 別 損 失
税 金 等 調 整 前 当 期 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 利 益
当 期 剰 余 金

平成２１年度

43,102
29,965
（6,766）
（11,035）
（12,098）

391
4,545
8,198
（6,680）
40,580
20,039

（19,467）
388

7,391
4,012
8,748
（929）
（6,638）
2,521
2,219

5
4,736

8
△367
△359
5,095
5,095

平成２２年度

35,420
28,002
（6,336）
（9,629）
（12,007）

357
5,479
1,579
（746）
30,223
14,894

（14,401）
373

6,869
4,021
4,064
（147）
（1,261）
5,196
283
227

5,252
9

253
262

4,989
4,989

●連結損益計算書

⎧ ⎫
⎪ ⎪
⎩ ⎭
平成21年4月 1日から
平成22年3月31日まで

⎧ ⎫
⎪ ⎪
⎩ ⎭
平成22年4月 1日から
平成23年3月31日まで

●連結剰余金計算書
科　　　　　　目

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）
資 本 剰 余 金 期 首 残 高
資 本 剰 余 金 増 加 高
資 本 剰 余 金 減 少 高
資 本 剰 余 金 期 末 残 高
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）
利 益 剰 余 金 期 首 残 高
利 益 剰 余 金 増 加 高
当 期 剰 余 金

利 益 剰 余 金 減 少 高
配 当 金

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

平成２１年度

31
―
―
31

65,734
5,095
5,095
―
―

70,829

平成２２年度

31
―
―
31

70,829
4,989
4,989
2,859
2,859
72,960

1
2
3
4

1
2

3

4
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平成２２年度

●連結キャッシュ・フロー計算書

１　事業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期利益
　　　減価償却費 
　　　減損損失
　　　貸倒引当金の増加額
　　　退職給付引当金の増加額
　　　その他の引当金・積立金の増加額
　　　資金運用収益
　　　資金調達費用
　　　有価証券関係損益
　　　金銭の信託の運用損益
　　　外部出資関係損益 
　　　為替差損益 
　　　固定資産処分損益
　　　貸出金の純増減
　　　預け金の純増減
　　　貯金の純増減
　　　買入金銭債権の純増減 
　　　資金運用による収入
　　　資金調達による支出
　　　事業分量配当金の支払額
　　　その他
　　　小　計
　　　法人税等の支払額
　　事業活動によるキャッシュ・フロー
２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出
　　　有価証券の売却による収入
　　　有価証券の償還による収入
　　　金銭の信託の増加による支出
　　　金銭の信託の減少による収入
　　　固定資産の取得による支出
　　　固定資産の売却による収入
　　　外部出資による支出 
　　　外部出資による収入
　　投資活動によるキャッシュ・フロー 
３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　出資の増額による収入
　　　出資配当金の支払額
　　　回転出資金の受入による収入
　　　回転出資金の払戻による支出
　　財務活動によるキャッシュ・フロー 
４　現金及び現金同等物に係る換算差額 
５　現金及び現金同等物の増加額 
６　現金及び現金同等物の期首残高 
７　現金及び現金同等物の期末残高 

　
4,736

259
－

△2,904
10
78

△29,965
20,039

4,086
△615

21
－

△36
△17,521
△43,865

34,026
1,616

30,703
△22,023

－ 
1,139

△20,214
△8

△20,223
 

△660,499
577,519

83,704
△1,000

3,742
△15

41
△42
－

3,451

2,932
－ 
－ 

△2,970
△38
－

△16,809
131,233
114,423

　
5,252

243
178

21
△110

88
△28,002

14,894
5,588
△138
－ 

△149
10

5,752
△27,000

33,507
2,237

28,695
△16,264
△2,187

666
23,282
△8

23,274

△530,922
456,481
43,752
△37

1,836
△234

0
△42

1
△29,165

4,818
△671
2,186

△4,317
2,016
－

△3,875
114,423
110,548

平成２１年度
⎧ ⎫
⎪ ⎪
⎩ ⎭
平成21年4月 1日から
平成22年3月31日まで

⎧ ⎫
⎪ ⎪
⎩ ⎭
平成22年4月 1日から
平成23年3月31日まで

科　　　　　　　目
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●平成21年度　連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

1

2

3

4

5
14

6

7

21 31
1,018,617

887,384
131,233

22 31
1,045,672

931,249
114,423

２．重要な会計方針に関する事項
1 0

2

3 2

4
5

10 4 1
17 50

3 25
6

7
8

8,795

19 20 31 21
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9 20

10

11 17 27
18 22 17 22 17

３．貸借対照表に関する事項
1 3,375
2

27 22 50
13 27 41

3 66,000
2,817 41

35
4

5 191 8,941

40 97 96
1 3 4

6 3 3
3

7 1,582

3
8 3 10,715

5 8
9 24

1,029
10

99,471

11 54,870
12

４．損益計算書に関する事項
1

1,304
2

6,403

120

５．金融商品に関する事項
1

2

3

VaR BPV
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ALM

4

5

7

600

6

Libor

Libor

Libor

7 118,202 5

961 117,241
8

  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1,044,542 
 

3,120 
 

16,604 
11,216 

 
829,637 
364,451 

8,497 
355,953 

2,261,074 
2,191,071 

55,000 
2,246,071

1,042,621 
 

3,120 
 

16,604 
11,216 

 
829,637 

 
 

358,496 
2,261,696 
2,187,614 

55,000 
2,242,614

1,920 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2,542 
622 

3,456 
 

3,456 
 

 

1  5  1  
2  

2  
3  

3  
4  

4  
5  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1,044,542 
 
 
 
 
 

72,521 

74,634 
1,191,698

 
 
 
 
 
 

51,411 

49,249 
100,661

 
 
 
 
 
 

47,931 

41,440 
89,372

 
 
 

573 
 
 

76,554 

32,731 
109,860

 
 
 

447 
 
 

48,216 

15,594 
64,259

 
 
 

2,098 

 
 

498,260 

141,791 
642,150
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30,118 1 43,970
5

9,133

9

1
445

45,000 5

６．有価証券に関する事項
1

3

4,017 12 9,012

25 20 10 28

6,227 1,930
4,296

2

3

531,880 3,582 2,091
4,918 645 544

42,450 8 551
579,249 4,236 3,186

4

16,604
113

 

1  5  1  
2  

2  
3  

3  
4  

4  
5  

 
 

 
   

2,185,858 
600 

 
2,186,458

3,367 
 
 

3,367

684 
 
 

684

42 
 
 

42

60 
 
 

60

12 
 

55,000 
55,012

 

376,526 
61,743 
10,321 
31,507 

133,763 
45,506 

1,629 
6,486 

667,485 
18,978 

8,977 
6,000 

18,867 
58,703 

2,349 
35,147 

3,206 
152,229 
819,715

389,897 
63,217 
10,570 
32,098 

137,358 
46,536 
2,322 
6,642 

688,643 
18,945 
8,947 
5,985 

18,754 
55,520 
2,009 

30,832 
3,120 

144,113 
832,757

13,370 
1,473 

249 
590 

3,594 
1,030 

692 
155 

21,157 
33 
30 
14 

112 
3,183 

339 
4,315 

85 
8,115 

13,042

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

   

 
 

 

 



88

6,000 6,018 18
6,005 5,197 807

12,005 11,216 788
244 544

７．退職給付に関する事項
1

2,421
1,343

1,078

114
44
12

19
18

145

1.855 0.80

2
57

25
22 3 44 3 441

８．税効果会計に関する事項
1

2,232
2,438

323
1,711

297
559

7,393
374

15,332
13,297

A 2,034

3,784
B 3,784

A B 1,750

2
31.00

0.33
14.47
79.26
54.69

7.71

●平成22年度　連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

1

2

3

4
14

5
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6

22 31
1,045,672

931,249
114,423

23 31
1,068,797

958,249
110,548

２．重要な会計方針に関する事項
1

2

3 2

4
5

10
17 50

25
6

7
8

7,336

9 20

10

11

12 18 20 3 31
21 20 3 31

39 83
10 5

38 5
44

13 17 27
10 23 3 24 23 3 24
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３．貸借対照表に関する事項
1 3,416
2

12 10 23
21 40 62

3 66,000
2,790 41

35
4

5 111 9,926

40 97
96

6

7 1,080

8 11,118
5 8

9 24
1,039

10
101,960

11 55,917
12

４．損益計算書に関する事項
1

404
2

656

16
3

178

５．金融商品に関する事項
1
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0.1
3,995

2

2

1
2 200
3

4
149

Libor

Libor

Libor

  

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1,067,759 
 

963 
 

16,444 
10,289 

 
857,407 
358,699 

8,519 
350,180 

2,303,045 
2,224,578 

55,000 
2,279,578 

 
(125) 
(125)

1,065,835 
 

963 
 

16,444 
10,289 

 
857,407 

 
 

352,556 
2,303,497 
2,221,074 

55,000 
2,276,074 

 
(125) 
(125)

1,924 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2,376 
452 

3,504 
 

3,504 
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149

118,244

961 117,283

7,752
43,970

10,038

396
45,000

６．有価証券に関する事項
1

3

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 7,530   

 7,530  

7,655  

7,655   

 
  

 1  

 

1  5  1  
2  

2  
3  

3  
4  

4  
5  

 
 

 
   

2,221,578 
200 

 
2,221,778

1,922 
 
 

1,922

312 
 
 

312

65 
 
 

65

85 
 
 

85

18 
 

55,000 
55,018

 

1  5  1  
2  

2  
3  

3  
4  

4  
5  

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1,067,759 
 
 
 
 
 

39,659 

85,360 
1,192,779

 
 
 
 
 
 

53,136 

39,190 
92,327

 
 
 

504 
 
 

66,883 

36,171 
103,559

 
 
 
 
 
 

53,869 

14,132 
68,002

 
 
 
 
 
 

80,805 

21,885 
102,691

 
 
 

458 
 
 

504,698 

151,919 
657,076
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4,307 9,606

25 20 10 28

5,287 1,639
3,648

2

3

435,360 2,997 3,415
2,033 417 487

17,588 46 1,700
454,981 3,460 5,604

4

16,444
53

10,289 10,505 215 205 420

1 66 148
2

７．退職給付に関する事項
1

2,249
1,257

991

113
44
25

 

374,657  
66,361  
10,311  
34,005  

122,477  
44,449  

726  
1,053  

136  
654,179  

67,744  
2,602  

20,788  
55,697  

1,967  
40,243  

265  
968  

190,277  
844,456 

389,512  
68,679  
10,681  
34,544  

125,946  
45,924  

913  
1,154  

139  
677,496  

67,040  
2,575  

19,990  
51,792  
1,712  

36,548  
251  
963  

180,874  
858,370 

14,855  
2,317  

369  
538  

3,469  
1,475  

187  
100  

2  
23,317  

704  
26  

797  
3,904  

255  
3,695  

14  
5  

9,403  
13,914 
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19
23

175

1.714 1.950 ( 1.280

2
57

26
23 3 44 3 423

８．税効果会計に関する事項
1

2,248
2,167

301
1,737

297
571

6,703
375

14,403
12,609

1,793

4,240
12

4,252
2,459

2
31.00

0.30
13.21
2.95

10.27
0.12
4.99

22 4 1 23 3 31

23 30

●財務諸表の適正性等にかかる確認
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◇連結子会社等数並びに主要な連結子会社等の名称及び主要な業務内容

.  

96 1 3 4
.  

.  3 3

.  
3

.  

.  

.  

.  

.  3

●事業の種類別情報

●自己資本の充実の状況(連結)

１．連結の範囲に関する事項

◇連結自己資本比率算出の対象となる会社と連結財務諸表規則における連結の範囲に含まれる会社との
相違点

●連結ベースのリスク管理債権の状況 %

区　　　　　　　分
破 綻 先 債 権 額 (A)
延 滞 債 権 額 (B)
３ カ 月 以 上 延 滞 債 権 額 (C)
貸 出 条 件 緩 和 債 権 額 (D)
合　　　　　計（E＝A＋B＋C＋D）
担 保 ・ 保 証 付 債 権 額 (F)
個 別 貸 倒 引 当 金 残 高 (G)
控　除　後　残　高 （H＝ E－ F－G）
リ ス ク 管 理 債 権 比 率

平成２２年３月末
191

8,941
－

1,582
10,715

3,028
6,333
1,353
2.94

平成２３年３月末
111

9,926
－

1,080
11,118
2,979
7,199

940
3.10
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◇比例連結が適用される関連法人

◇控除項目の対象となる会社

◇従属業務を営む会社又は新規事業分野を開拓する会社であって、連結グループに属していない会社

◇連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等

(1) 規制上の所要自己資本を下回った会社の名称と所要自己資本を下回った額の総額

２．自己資本の状況

◇自己資本比率の状況

23 3 26.61

◇経営の健全性の確保と自己資本の充実

123 122
288 240
131 152
450 450
100 100

22 41
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(1) 連結自己資本の構成

（単位：百万円） 

項　　目 

出資金

　うち後配出資金
回転出資金
資本剰余金
利益剰余金
処分未済持分　
その他有価証券の評価差損
新株予約権
連結子法人等の少数株主持分
営業権相当額
連結調整勘定相当額
のれん相当額
企業結合等により計上され 
る無形固定資産相当額
証券化取引により増加した
自己資本に相当する額
基本的項目（Ａ）

土地の再評価額と再評価の直前
の帳簿価額の差額の45％相当額
　
一般貸倒引当金
相互援助積立金
負債性資本調達手段等

　負債性資本調達手段

　期限付劣後債務

補完的項目不算入額
補完的項目（Ｂ）

自己資本総額（A＋B）（C） 

他の金融機関の資本調達手 
段の意図的な保有相当額
　 負債性資本調達手段及び
　 これに準ずるもの
　 期限付劣後債務及びこれ 
　 に準ずるもの

控除項目不算入額
控除項目計（Ｄ） 

自己資本額（Ｃ－Ｄ）（Ｅ）

資産(オン・バランス)項目
オフ・バランス取引等項目
オペレーショナル・リスク相 
当額を8％で除して得た額
リスク・アセット等計（Ｆ）

Ｔier１比率（Ａ／Ｆ）

自己資本比率（Ｅ／Ｆ）

平成21年度 平成22年度 項　　目 平成21年度 平成22年度 

連結の範囲に含まれない金融
子会社及び金融業務を営む子
法人等、金融業務を営む関連
法人等の資本調達手段 

非同時決済取引に係る控除額
及び信用リスク削減手法とし
て用いる保証又はクレジット・
デリバティブの免責額に係る
控除額 

基本的項目からの控除分を除く、
自己資本控除とされる証券化
エクスポージャー（ファンドの
うち裏付資産を把握できない
資産を含む。）及び信用補完
機能を持つI/Oストリップス 

36,261

24,042
15,228

31
67,970

－
－
－
－
－
－
－

－

－

119,491

－

2,115
5,521

55,000

45,000

10,000

△3,198
59,438

178,929

41,122

28,800
13,127

31
70,016

－
－
－
－
－
－
－

－

－

124,298

 
－ 

1,266
5,605

55,000

45,000

10,000

△2,647
59,224

183,523

5,000

－ 

5,000

－

－ 

1,222

△3,198
3,024

175,905

　　 
681,584

6,265

22,244

710,094

16.82％

24.77％ 

5,047

－ 

5,047

－ 

－ 

1,232

△2,647
3,632

179,890

　　
645,481

5,927

24,562

675,971

18.38%

26.61%

11 2

1 0.15
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平成21年度 項　　目 平成22年度

オペレーショナル・リスク
に対する所要自己資本の額 

〈基礎的手法〉 

オペレーショナル・リスク 
相当額を8％で除して得た額

a

22,244

オペレーショナル・リスク 
相当額を8％で除して得た額 

a

所要自己資本額
 

ｂ＝a×4%

所要自己資本額

b＝a×4%

所要自己資本額
リスク・アセット等（分母）計

a
リスク・アセット等（分母）計

a

710,094

889

28,403

982

27,038

24,562

675,971

所要自己資本額
b=a×4%

所要自己資本額
b=a×4%

(単位：百万円)

エクスポージャーの
期末残高

エクスポージャーの
期末残高

信用リスク・アセット
（標準的手法）
我が国の中央政府及び
中央銀行向け
我が国の地方公共団体向け

地方公共団体金融機構向け 
 
我が国の政府関係機関向け

地方三公社向け

金融機関及び第一種金融商品取引業者向け

法人等向け
中小企業等向け及び
個人向け
抵当権付住宅ローン

不動産取得等事業向け

三月以上延滞等

信用保証協会等による保証付

出資等

複数の資産を裏付とする
資産（所謂ファンド）のうち、
個々の資産の把握が困難
な資産

証券化

上記以外

エクスポージャー別計

396,293
96,545
4,156

12,691
753

1,263,932
362,604

2,832
1,626
2,298
3,137

445
152,370

12,256

9,059
58,693

2,379,698

－
－
－ 

1,069
150

314,924
186,959

1,915
568

2,292
771
43

151,409

13,779

2,943
11,021

687,850

－
－
－ 
42
6

12,596
7,478

76
22
91
30
1

6,056

551

117
440

27,514

443,401
106,680

4,147
13,961

690
1,274,998

337,053
2,690
1,505
1,997
2,034

413
146,642

11,024

3,219
65,438

2,415,900

－ 
－ 
－ 

778
－

311,389
164,447

1,766
526

1,993
522
41

145,681

13,458

815
9,989

651,409

－ 
－ 
－
31
－ 

12,455
6,577

70
21
79
20
1

5,827

538

32
399

26,056

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×4% 

リスク・アセット額
a

所要自己資本額
b＝a×4% 

150

8
15 3

3 8

３．信用リスクに関する事項

P70

(2) 自己資本の充実度に関する事項
信用リスクに対する所要自己資本の額及び区分ごとの内訳
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(2) 貸倒引当金の期末残高及び期中増減額
ａ　貸倒引当金の期末残高及び期中増減額

（単位：百万円）
平成21年度 平成22年度

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金

2,865
9,497

2,115
7,343

2,865
8,072

－
1,425

2,115
7,343

2,115
7,343

1,266
8,213

2,115
6,922

－ 
421

1,266
8,213

期末残高
期中減少額 期中減少額

期中増加額期首残高 期中増加額 期末残高 期首残高 目的使用 その他目的使用 その他
区　　分 

平成21年度 

区　　分 

平成22年度

農業

林業

水産業

製造業

鉱業

建設・不動産業
電気・ガス・熱供
給・水道業
運輸・通信業
金融・保険業
卸売・小売・飲食・
サービス業
日本国政府・地方
公共団体
上記以外 

信用リスクに関
するエクスポー
ジャーの残高

うち貸出金等 うち債券 うち店頭
デリバティブ

三月以上延滞 
エクスポー 
ジャー 

（単位：百万円）

法
人

　　個　人

　　その他

　業種別残高計 

　　国　内
　　国　外
　地域別残高計 

1年以下

1年超3年以下

3年超5年以下

5年超7年以下

7年超10年以下

10年超

期限の定めのないもの
残存期間別残高計 

1,353

 
2

79,149

67

25,535

66,996

48,489

1,313,444

88,413

550,081

217,631

6,785

14,730

2,412,680

1,353

2

53,953

25,087

23,992

23,358

117,670

86,601

37,522

6,785

376,327

23,859

42,662

24,981

124,199

1,004

512,558

73,348

802,615

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
76

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
76

76 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
76

 

703,796
98,818

802,615

－
－
2

94

－
14

－
24

22

509

－
－

1,365

－
2,034

2,034
－ 

2,034

376,089
238

376,327

2,308,734
103,946

2,412,680

－
－
－

1,197,796

175,975

157,997

194,190

370,212

76,856

239,650

2,412,680

100,184

64,011

27,625

41,391

76,042

19,129

47,942

376,327

33,619

106,964

130,351

152,799

294,169

57,727

26,982

802,615

1,187

－
2

89,599

38

28,341

63,296

47,325

1,307,282

94,445

492,838

221,917

7,800

16,562

2,370,638

1,187

－
2

62,242

－
28,271

22,694

23,879

114,543

92,708

25,621

1,050

7,800

－
380,003

－
－
－

25,337

－
54

40,209

23,087

140,975

1,348

467,217

71,625

－
－

769,855

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

 

670,015
99,840

769,855

－
－
2

62

－
51

－
140

18

1,087

－
－

1,774

－
3,137

3,137

－
3,137

379,720
282

380,003

2,263,789
106,848

2,370,638

－
－
－

1,190,463

172,489

152,589

108,854

441,278

96,461

208,501

2,370,638

83,776

83,759

46,106

28,611

111,929

22,059

3,760

380,003

57,910

88,708

106,481

80,228

329,348

74,402

32,776

769,855

信用リスクに関
するエクスポー
ジャーの残高

うち貸出金等 うち債券 うち店頭
デリバティブ

三月以上延滞 
エクスポー 
ジャー 

(1) 信用リスクに関するエクスポージャー（地域別・業種別・残存期間別）及び三月以上延滞エクスポ
ージャーの期末残高
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４．信用リスク削減手法に関する事項

P74

（単位：百万円）
平成21年度 区　　分 平成22年度 

0%
10%
20%
35%
50%
75%

100%
150%
その他 

信
用
リ
ス
ク
削
減
効
果
勘
案
後
残
高
 
自己資本控除
合　計 

－
－

147,480
－

87,483
－

18,052
－
－
－

253,015

608,386
8,194

1,221,524
1,503
1,866
2,454

304,972
3,837
6,924
－

2,159,664

608,386
8,194

1,369,005
1,503

89,349
2,454

323,025
3,837
6,924
－

2,412,680

－
－

153,036
－

83,166
－ 

31,247
－
－ 
－

267,450

541,342
11,130

1,201,902
1,625
4,949
2,655

327,770
4,626
7,184
－

2,103,187

541,342
11,130

1,354,939
1,625

88,115
2,655

359,018
4,626
7,184
－

2,370,638

格付あり 計 格付なし 格付あり 計 格付なし 

ｂ　業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

（単位：百万円）
平成21年度 

区　　分 

平成22年度

個　人

業種別計

期中減少額期首残高 期中増加額 期末残高
貸出金償却 

法
人

農業

林業

水産業

製造業

鉱業

建設・不動産業

運輸・通信業

金融・保険業

上記以外

34
－ 
－ 

225
－
46
－
41
－

4,269
961

1,764
7,343

12
－
－

220
－
14
－
13
－

5,383
961

1,607
8,213

12
－
－

220
－
14
－
13
－

5,383
961

1,607
8,213

34
－
－

225
－
46
－
41
－

4,269
961

1,764
7,343

－
－
－
24
－
0
－
54
－
30
－
37

147

47
－
－

1,058
－

841
－

254
－

4,376
961

1,958
9,497

34
－
－

225
－
46
－
41
－

4,269
961

1,764
7,343

34
－
－

225
－
46
－
41
－

4,269
961

1,764
7,343

47
－
－

1,058
－

841
－

254
－

4,376
961

1,958
9,497

－ 
－
－
64
－

134
－

345
－

287
－ 
96

929

電気・ガス・熱供
給・水道業 

卸売・小売・飲
食・サービス業 

期中減少額期首残高 期中増加額 期末残高
貸出金償却 

個別貸倒引当金 個別貸倒引当金 

(3) 信用リスク削減効果勘案後の残高及び自己資本控除額
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５．派生商品取引及び長期決済期間取引のリスクに関する事項

P75

(1) 派生商品取引及び長期決済期間取引の内訳

（単位：百万円） 
平成21年度 

項　　目 

地方公共団体金融機構向け 
我が国の政府関係機関向け
地方三公社向け
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
法人等向け
中小企業等向け及び個人向け
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業向け
三月以上延滞等
証券化
上記以外
　　　　 合　　計 

－
－ 
－
－

450
31
－
－
－
－
－

482

4,156
1,994
－ 
－

4,378
1
－
－
－
－

486
11,017

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－ 
－ 

－
－
－
－ 

344
39
－
－
－
－
－

383

4,147
6,180

690
－

2,216
1
－
－
－
－

490
13,727

－
－
－
－ 
－
－
－
－
－
－
－
－ 

平成22年度 
適格金融
資産担保 

クレジット・
デリバティブ 保証 適格金融

資産担保 
クレジット・
デリバティブ 保証 

150

. 

項　　目 
与信相当額の算出に用いる方式 カレント・エクスポージャー方式 カレント・エクスポージャー方式

平成21年度 平成22年度

(1) 信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの額

平成21年度

項　　目 グロス再構築
コストの額

担保
現金・ 
自会貯金 債券

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

（単位:百万円）

その他

（１）外国為替関連取引
（２）金利関連取引
（３）金関連取引
（４）株式関連取引
（５）貴金属（金を除く）関連取引
（６）その他コモディティ関連取引
（７）クレジット・デリバティブ

派生商品合計
長期決済期間取引

合　　計

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果（▲）

136
38
－
0
－
－ 
0

176
－ 

302
39
－
0
－ 
－
0

342
－ 
－

342176
 
－ 

 
－ 

 
－ 

－
342

－
－
－
－
－
－
－ 
－ 
－

－
－
－
－
－
－
－ 
－ 
－

－
－
－
－
－
－
－ 
－ 
－

302
39
－
0
－
－ 
0

342
－
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(2) 与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブ

(3) 信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジット・デリバティブ

0

平成22年度

項　　目 グロス再構築
コストの額

担保
現金・ 
自会貯金 債券

信用リスク削減
効果勘案前の
与信相当額

信用リスク削減
効果勘案後の
与信相当額

（単位:百万円）

その他

（１）外国為替関連取引
（２）金利関連取引
（３）金関連取引
（４）株式関連取引
（５）貴金属（金を除く）関連取引
（６）その他コモディティ関連取引
（７）クレジット・デリバティブ

派生商品合計
長期決済期間取引

合　　計

一括清算ネッティング契約による
与信相当額削減効果（▲）

24
－
－
0
－
－ 
0

25
－

25

256
17
－
10
－
－ 
0

285
－ 
－

285

 
－ 

 
－ 

 
－ 

－
－
－
－
－
－
－ 
－ 
－

－
－
－
－
－
－
－ 
－ 
－

－
－
－
－
－
－
－ 
－ 
－

256
17
－
10
－
－ 
0

285
－ 
－

285

６．証券化エクスポージャーに関する事項

P76

(1) 当連結グループがオリジネーターである証券化エクスポージャーに関する事項

(2) 当連結グループが投資家である証券化エクスポージャーに関する事項
a 保有する証券化エクスポージャーの額

クレジットカード与信
住宅ローン
自動車ローン
その他
　　 合　　計

－
－
－

10,128
10,128

－
－
－

4,199
4,199

平成21年度 項　　目 平成22年度
（単位：百万円）
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b リスク・ウェイト区分ごとの残高及び所要自己資本の額

リスク・ウェイト20％
リスク・ウェイト50％
リスク・ウェイト100％
リスク・ウェイト350％
その他のリスク・ウェイト 
自己資本控除 
　　　　 合　　計 

43
72
0
1
－ 

1,068
1,186

5,402
3,633

15
8
－ 

1,068
10,128

21
9
0
0
－

979
1,012

2,735
462

15
6
－

979
4,199

　   リスク・ウェイト区分 平成21年度 
残高 所要自己資本額 残高 所要自己資本額 

平成22年度 
（単位：百万円）

225 6

c 自己資本比率告示第223条の規定により自己資本から控除した証券化エクスポージャーの額

クレジットカード与信
住宅ローン
自動車ローン
その他
　　 合　　計

－
－
－

1,068
1,068

－
－
－

979
979

平成21年度 項　　目 平成22年度
（単位：百万円）

223 I/O

I/O

d 自己資本比率告示附則第13条の適用により算出される信用リスク・アセットの額

７．オペレーショナル・リスクに関する事項

P77

８．出資等エクスポージャーに関する事項

P78

13

(1) 出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

上　場
非上場
合　計 

4,331
118,205
122,537

4,331
118,205
122,537

3,016
118,246
121,263

3,016
118,246
121,263

平成21年度 平成22年度 
貸借対照表
計上額 時価評価額 貸借対照表

計上額 時価評価額 

（単位：百万円） 

区　分 
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(2) 出資等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

645 544 1 418 487  

平成21年度 
売却益 売却損 償却額 売却益 売却損 償却額

平成22年度
（単位：百万円）

(3) 貸借対照表で認識され損益計算書で認識されない評価損益の額（保有目的区分をその他有価証券と
している株式・出資等の評価損益）

339692 269190

平成21年度 平成22年度
（単位：百万円）

評価益 評価損 評価益 評価損

(4) 貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額（子会社・関連会社株式の評価損益）

－－－ －

平成21年度 平成22年度
（単位：百万円）

評価益 評価損 評価益 評価損

９．金利リスクに関する事項

P79

(1) 内部管理上使用した金利ショックに対する損益又は経済価値の増減額



23 7
http://www.naganoken-jabank.or.jp/kenshinren/




